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０．はじめに
本稿では、中学校学習指導要領「特別活動」の記述における「自治」「自治的」（*）に関連
する語句出現の分析を行う（1）。
中学校に関して、戦後の学習指導要領は、1947年、1951年、1958年、1969年、1977年、
1989年、1998年（2003年一部改訂）、2008年の計８回出されている。
特別活動に関して、その前史を含め、名称は、47年指導要領における「自由研究」、51年
指導要領における「特別教育活動」（小学校の場合は「教科以外の活動」）、58年指導要領に
おける「特別教育活動」と「学校行事等」、69年指導要領以降の「特別教育活動」と「学校
行事等」の統合形態としての「特別活動」、である。
学習指導要領における「特別活動」の変遷は、カリキュラム研究の上で、次のようにまと
められる（2）。
出発点としての47年「自由研究」の意義は、その「構想と実践は、我が国の学校教育にお
いて、教科外活動の教育課程化の先駆としての意義をもっており、考え方のうえでも、教科
外活動は教科学習の個別的な発展としてまず最初に位置づけられ、その上にクラブ活動や自
治的、集団的活動が派生するという注目すべき視点を提供」した点にある。
51年「特別教育活動」の成立は「我が国の教育課程の歴史および教科外教育の歴史にとっ
て画期的な意義をもつ重要な出来事であった。①教科外活動は正規の教育課程を構成する１
領域（3）として明確に位置づけられることになった（教育課程化の実現）、②教科外活動の課
題は児童生徒の自主的で自治的な集団活動を通して民主主義社会の市民として必要な「公民
としての資質」を高め、「民主主義的生活方式の方法」を学ばせることにある」ことを明確
にした。
58年「特別教育活動」「学校行事等」では、「両方についてその内容が著しく細分化して示
され、個々の活動の狙いや性格を明確にすることになったが、その反面、自治要素の縮小、
学校主体の活動と児童生徒の自治的活動の分離に伴う教科外活動の２系列化、極端な細分化
などの問題を残すことになった。」
69年「特別活動」への名称変更後は、「戦後の教科外活動の教育課程化の過程に見られた
教科と教科外の遊離、自治的活動の後退、２系列化、細分化、領域的なとらえ方への傾斜な
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ど、今後に克服されるべき多くのの課題が残され」ることとなった。
自治的活動は、学習指導要領の上で、どのように把握されていたのだろうか。
本稿の課題は、自治的活動に関して、「自治」「自治的」に関連する語句出現を（例えば
「自主」「自発」等との関連の中で）分析し、「自治要素の縮小」「自治的活動の後退」の意味
を跡づけることである。
１．「特別活動」における「自治」
１－１．51年指導要領における「特別教育活動」の意義づけ
51年指導要領には、「特別教育活動」が設けられた理由に関して、次のように記述されて
いる。少し長いが、重要なので引用する。
「従来選択教科の時間のうちに、自由研究があったが、昭和24年中学校の教育課程が改善
されたとき、自由研究という名称は廃止され、新たに特別教育活動が設けられた。特別教育
活動は、従来教科外活動とか、課外活動とかいわれた活動を含むが、しかし、それと同一の
ものと考えることはできない。ここに特別教育活動というのは、正課の外にあって、正課の
次にくるもの、あるいは、正課に対する景品のようなものと考えてはならない。（中略）教
育の一般目標の完全な実現は、教科の学習だけでは足りないのであってそれ以外に重要な活
動がいくつもある。教科の活動ではないが、一般目標の到達に寄与するこれらの活動をさし
て特別教育活動と呼ぶのである。したがって、これは単なる課外ではなくて、教科を中心と
して組織された学習活動でないいっさいの正規の学校活動なのである。教科の学習において
も、「なすことによって学ぶ」という原則は、きわめて重要であり、実際にそれが行われね
ばならないが、特に特別教育活動はこの原則を強く貫くものである。特別教育活動は、生徒
たち自身の手で計画され、組織され、実行され、かつ評価されねばならない。もちろん、教
師も指導も大いに必要ではあるが、それはいつも最小限度にとどめるべきである。このよう
な種類の活動によって、生徒はみずから民主的生活の方法を学ぶことができ、公民としての
資質を高めることができるのである。」（pp.34-35）
「教科の活動ではないが、一般目標の到達に寄与する」活動が「特別教育活動」と命名さ
れ、その活動は「生徒たち自身の手で計画され、組織され、実行され、かつ評価され」るべ
きものと考えられた。生徒たちが活動の「計画」「組織」「実行」「評価」主体として位置づ
けられていたのである。
ところで、そこで言われている「一般目標」とはどのようなものであったのか。
それは、先の引用箇所の最後に出てくる表現、つまり、生徒が「みずから民主的生活の方
法を学ぶこと」「公民としての資質を高めること」に示されている。よりくわしくは、次の
とおりである。
「教育の目標は、児童・生徒の必要の分析に基いて
マ マ
定められる。いわゆる社会理念も、こ
れを目ざして児童・生徒が努力すべきものであるから、われわれは、これを児童・生徒の必
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要のうちに含めて考えてきた。この考えは、いわゆる社会の必要といわれるものも、これを
児童・生徒の必要のうちに収めとり、これを一体的に考えて行こうとするものである。なぜ
ならば、個人の望ましい成長発達は、社会の維持改善をもたらすものであり、また、社会の
維持発展のためには個人の望ましい成長発達をはからねばならないからである。（中略）こ
れがために、まずわれわれは、個人生活の充実、個人能力の最大限の発展を考えねばならな
い。そしてその個人が家庭生活や、社会生活を営み、さらにそこにおいて経済生活・職業生
活に従事するのであるから、これらの生活領域における民主的生活の価値や方法に対して、
深い理解と、問題を処理する能力の発展とを期さなくてはならない。」（pp.8-9）
「生徒たち自身の手で計画され、組織され、実行され、かつ評価され」るべき活動として
の特別教育活動、つまり「自治的活動」を実際に行うことによって、はじめて、個人生活、
家庭生活、社会生活、そこでの経済生活、職業生活などの「生活領域における民主的生活の
価値や方法」に対する「深い理解と、問題を処理する能力」、言い換えれば「自治能力」「自
律性」が形成される、と考えられていたのである。
「自治的活動」を通した「自治能力」形成、「自律性」形成が、特別教育活動の目標だっ
たのである（4）。
１－２．58年指導要領以降の「特別教育活動」「学校行事等」「特別活動」の目標記述
1958年学習指導要領改訂により、中学校の教育課程は「各教科」「道徳」「特別教育活動」
「学校行事等」の4領域で構成されることになった。そして、1969年学習指導要領改訂により、
「特別教育活動」と「学校行事等」が「統合」（5）され「特別活動」が成立した。
以下において、まず、それぞれの目標記述に使用されている語句を確認するために、学習
指導要領の「目標」を引用する。（下線は引用者による）
①1958年学習指導要領第３章
第２節特別教育活動
「１ 生徒の自発的・自治的な活動を通して、楽しく規律正しい学校生活を築き、自主的
な生活態度や公民としての資質を育てる。
２ 健全な趣味や豊かな教養を養い、余暇を活用する態度を育て、個性の伸長を助ける。
３ 心身の健康の助長を図るとともに、将来の進路を選択する能力を養う。」（p.135）
第３節学校行事等
「学校行事等は、各教科、道徳および特別教育活動のほかに、これらとあいまって中学校
教育の目標を達成するために、学校が計画し実施する教育活動とし、生徒の心身の健全
な発達を図り、あわせて学校生活の充実・発展に資する。」（p.57）
②1969年学習指導要領第４章特別活動
「教師と生徒および生徒相互の人間的な接触を基盤とし、望ましい集団活動を通して豊か
な充実した学校生活を経験させ、もって人格の調和的な発達を図り、健全な社会生活を
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営む上に必要な資質の基礎を養う。
このため、
１ 自律的、自主的な生活態度を養うとともに、公民としての資質、特に社会連帯の精
神と自治的な能力の育成を図る。
２ 心身の健全な発達を助長するとともに、現在および将来の生活において自己を正し
く生かす能力を養い、勤労を尊重する態度を育てる。
３ 集団の一員としての役割を自覚させ、他の成員と協調し友情を深めて、楽しく豊か
な共同生活を築く態度を育て、集団の向上発展に尽くす能力を養う。
４ 健全な趣味や豊かな教養を育て、余暇を善用する態度を養うとともに、能力・適性
等の発見と伸長を助ける。」（p.224）
③1977年学習指導要領第４章特別活動
「望ましい集団活動を通して、心身の調和のとれた発達を図り、個性を伸長するとともに、
集団の一員としての自覚を深め、協力してよりよい生活を築こうとする自主的、実践的
な態度を育てる。」（p.81）
④1989年学習指導要領第４章特別活動（2008年は第５章）
89年指導要領以降は、記述形式、内容ともにほぼ同一形式であるため、89年版をベースに
し、変更箇所を括弧書きする。
「望ましい集団活動を通して、心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り、集団（や社
会：98年以降）の一員としてよりよい生活（や人間関係：08年）を築こうとする自主的、実
践的な態度を育てるとともに、人間としての生き方についての自覚を深め、自己を生かす能
力を養う。」（89年版、p.114）
目標記述のレベルでは、「自治」に関連する語句の点で、「自発的・自治的な活動」「自主
的な生活態度」（58年）→「自律的、自主的な生活態度」「自治的な能力」（69年）→「自主
的、実践的な態度」（77年以降）という形で、表面から「自治」という文言が消滅した。指
導要領から「自治」という文言は完全に消滅しているのか。
この疑問を、ある意味で解決するために、次節で、これらの目標記述に関連して、指導要
領「第３指導計画作成および指導上の留意事項」（58年版）、「第３指導計画の作成と内容全
体にわたる取り扱い」（69年版）、「第３指導計画の作成と内容の取扱い」（77年版以降）およ
び指導書（98年以降は「解説」と名称変更）において、特別活動の基本的性格（6）を特徴づけ
る「生徒の自発的・自治的活動」に見られる「自治」およびそれに関連する語句がどのよう
に使用されているかを確認する。
１－３．語句「自治」は消滅したのか
学習指導要領の記述が「目標」「内容」「指導計画の作成と内容の取扱い」の三部構成となっ
たのは、58年学習指導要領以降である。
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そこで、まず、「内容」解説、「指導計画の作成と内容の取扱い」（58年、69年の同様内容
部分）での、「自治」関連語句の出現部分を確認する。
①58年指導要領
目標記述において、「自発的・自治的活動」が明示されていた58年版においては、次のよ
うな記述が確認される。
「１ 特別教育活動においては、生徒の自発的な活動を助長することがたてまえであるが、
常に教師の適切な指導が必要である。
３ 指導計画においては、なるべく生徒がみずから計画を作り、自主的に活動するのを
奨励し、援助するように図ることが望ましい。」（p.137）
特に３に示されている「生徒がみずから計画を作り、自主的に活動する」は、51年指導要
領の「生徒たち自身の手で計画され、組織され、実行され、かつ評価されなばならない」特
別教育活動の性格が維持されている、と解釈可能であろう。
②69年指導要領
目標記述において、「自律的、自主的な生活態度」「自治的な能力」が明示されていた69年
指導要領では、次のような記述が確認される。「生徒会活動」「クラブ活動」「学級会活動」
をその内容とする「生徒活動」全般の解説は次のとおりである。
「２ 生徒活動においては、教師の適切な指導のもとに、生徒が自発的・自治的な活動を
展開しうるようにするとともに、全生徒が積極的に参加する活動となるようにする必
要がある。その際、教師は、平素から生徒との接触を密にし、生徒の活動を内面から
方向づけるなど、適切な援助を与えるように努める必要がある。」（pp.224-225）
指導計画の作成に当たっての注意事項には次のような記述が確認される。
「４ 指導計画の作成に当たっては、生徒活動、学級指導および学校行事のそれぞれにつ
いて、相互に密接な関連を図るとともに、次の事項に配慮する必要がある。
（1）生徒の自主的、実践的な活動を助長するように作成すること。この際、それぞれ
の内容の特質に応じて、できるだけ生徒がみずから活動の計画を立てるように援
助すること。」（p.230）
③77年指導要領
77年以降、目標記述からは「自治」の文言が消滅した。
「２ 指導計画は、学校の創意工夫を生かすとともに、生徒の発達段階を考慮し、生徒自
身による実践的な活動が助長されるように作成するものとする。生徒活動については、
教師の適切な指導の下に、特に生徒の自発的、自治的な活動が展開されるように配慮
する必要がある。」（p.83）
目標記述からは消滅したにもかかわらず、指導計画の作成においては「生徒の自発的、自
治的な活動」が登場する。それは「自発的、自治的な活動」本来の意味を保持したものなの
かどうか。
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④89年指導要領以降
89年以降の指導要領には、98年におけるクラブ活動の削除以外に、大きな変化が見られな
いので、89年指導要領で代表させる。
「１ 指導計画の作成に当たっては、次の事項に配慮するものとする。
（1）学校の創意工夫を生かすとともに、学校の実態や生徒の発達段階などを考慮し、教
師の適切な指導の下に、生徒による自主的、実践的な活動が助長されるようにする
こと。
２ 学級活動については、学校や生徒の実態に応じて取り上げる指導内容の重点化を図
るよう配慮するものとする。また、個々の生徒についての理解を深め、人間的な触れ
合いを基礎に指導を行うとともに、指導内容の特質に応じて、教師の適切な指導の下
に、生徒の自発的、自治的な活動が助長されるよう配慮するものとする。
３ 生徒会活動及びクラブ活動については、教師の適切な指導の下に、生徒の自発的、
自治的な活動が展開されるよう配慮するものとする。」（pp.116-117）
以上、目標記述以外の部分において、「自発的・自治的な活動」への言及が消滅したわけ
ではないことが確認できる。それでは、「自発的・自治的な活動」の位置づけには、変化が
ないのであろうか。
１－４．生徒の活動と教師の指導
「自治」が消滅したわけではないことは、確認された。では、その意味、位置づけが変わっ
たのであろうか。指標として、51年指導要領を利用し、それとの比較の中で、このことを確
認する。
（ⅰ）51年指導要領と58年指導要領の比較から見えること
51年指導要領と58年指導要領を比較した場合、解釈の仕方によっては、生徒の活動と教師
の指導との関係に関して微妙な変化の跡が確認される。
51年指導要領では「特別教育活動は、生徒たち自身の手で計画され、組織され、実行され、
かつ評価されねばならない。もちろん、教師の指導も大いに必要ではあるが、それはいつも
最小限度にとどめるべきである」とされていた。
これに対して、58年指導要領においては第３章第２節特別教育活動「第３ 指導計画作成
および指導上の留意事項」に次のような記述がみられる。
「１ 特別教育活動においては、生徒の自発的な活動を助長することがたてまえであるが、
常に教師の適切な指導が必要である。
３ 指導計画においては、なるべく生徒がみずから計画を作り、自主的に活動するのを
奨励し、援助するように図ることが望ましい。」（p.137）
表現方法において、51年では、まず、生徒が主体の活動（その意味で自発的、自治的活動）
の重要性が表明され、その後、付加的に教師の指導の必要性が、最小限度という限定を伴い、
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言及される。（図式化すれば、生徒の自発的、自治的活動→この活動を支える教師の活動）
これに対して、58年では、「たてまえ」として「生徒の自発的な活動」（「自治的」という
文言の欠如を伴い）及びそれの「助長」が述べられ、その「活動」及び「助長」の前提とし
て、恒常的な教師の指導の必要性（「常に教師の適切な指導が必要である」）が言及される。
（図式化すれば、恒常的な教師の指導の下、範囲内→生徒の自発的活動の助長）
しかし、69年指導要領との比較を先取りすれば、「自治」要素の縮小は確認されるものの、
58年においても「指導計画においては、なるべく生徒がみずから計画を作り、自主的に活動
するのを奨励し、援助するよう図ることが望ましい」という表現がなされているように、51
年指導要領における「自発的、自治的な活動」重視の姿勢が残っていると、解釈することが
可能であろう。
（ⅱ）58年指導要領と69年指導要領の比較から見えること
69年指導要領になると、「特別教育活動」と「学校行事等」との「統合」に伴い、「目標」
に「自律的、自主的な生活態度」「自治的な能力」の文言が残るものの、「自治的な活動」へ
の言及は、生徒活動に関する説明に限定されてくるのみならず、「教師の適切な指導のもと
に、生徒が自発的、自治的な活動を展開しうるようにする」と表現されるように、51年そし
て58年にもまして、「教師の恒常的指導性」が前面に出てきている。
さらに重要な変化として指摘できることは、58年指導要領には残っていた「指導計画にお
いては、なるべく生徒がみずから計画を作」るという考えが、消滅しているとは言えない
（「指導計画の作成に当たっては、（中略）（1）生徒の自主的、実践的な活動を助長しうるよう
に作成すること。その際、それぞれの内容の特質に応じて、できるだけ生徒がみずから活動
の計画を立てるように援助すること。」）ものの、「教師の適切な指導のもとに」という文言
とあいまって、後退の印象はぬぐえない。
（ⅲ）69年指導要領と77年指導要領以降の比較から見えるもの
69年指導要領では、まだ、「生徒がみずから活動の計画を立てる」ことが、指導計画全体
の中に残存していた。
ところが、77年指導要領になると、少なくとも、指導要領本文から「生徒がみずから活動
の計画を立てる」という発想自体が消滅したかのような叙述に変わる。つまり「計画作成」
の場面において、生徒が埒外に置かれる状況が生まれているのである。
確かに、「生徒の自発的、自治的な活動」への言及はなされているが、しかし、そこでの
活動は「教師の適切な指導の下に、特に生徒の自発的、自治的な活動が展開されるように配
慮する必要がある」という文脈において言及されるのみで、生徒自らが自分たちの「自発的、
自治的な活動」を「展開」するために、「生徒がみずから活動の計画を立てる」ことへの言
及は皆無になる。生徒および生徒の活動は、あくまでも、「教師の適切な指導の下」での
「配慮」の対象になっているのである。
このような状況が、「自治的な能力の形成」「自治的な活動」の尊重の、本来的意味になじ
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むものなのかどうか、疑問である。
２．「自治」「自律」をどのように理解すればいいのか
前節において、学習指導要領の記述を長々と引用しつつ、「自治的な能力の形成」「自治的
な活動」の尊重にそぐわないと思われる、学習指導要領の記述状況を確認してきた。
ここで、再度、形成されるべき「活動」「態度」「能力」を形容する語句に関して、目標記
述の表現で確認しておきたい
a.「生徒たち自身の手で計画され、組織され、実行され、かつ評価されねばならない」活
動（51年）＝特別教育活動（≒特別活動）
b.「生活領域における民主的生活の価値や方法に対」する「深い理解と、問題を処理する
能力」（51年）＝自治能力
c.「自発的・自治的な活動」（＝自治的活動）を通して、「楽しく規律正しい学校生活を築
き、自主的な生活態度や公民としての資質」（58年）＝自治能力を形成する。
d.養うべき「自律的、自主的な生活態度」、「公民としての資質、特に社会連帯の精神と自
治的な能力」（69年）≒自治能力
69年までの記述を、縮小・後退を伴うものの、（＝自治能力）及び（≒自治能力）の形成
を意図した特別活動だと、仮に結論づけたいと思う。なぜなら、そこにおいては、いまだに、
「生徒がみずから活動の計画を立てる」ことが、指導計画全体の中に少なくとも一部として
は残存していたからである。
「生徒がみずから活動の計画を立てる」ことに、なぜ、こだわらなければならないのか。
「公民としての資質」としての「自治能力」「自律性」に関して、次のような「自治」「自
律性」の解釈・説明（7）を受け入れることに異論はないのではないだろうか。
「社会集団や地方自治体の自治は、通常、国家や他の集団から内部事項についての介入を
受けないという団体自治の側面と、内部の構成員が自分たちの力で内部事項を政治的（8）
に処理できるという成員（住民）自治の二つの側面から成り立っている。」
自律性とは「自らの志向する価値を自らで選び、所与の状況内で社会的な押しつけに抵
抗しうる個人の能力をいう。自律的個人とは現前の集団状況での諸規範に対して自分自
身の規範や確信をもち、独立して行動できる者である。」
51年学習指導要領にあるように「なすことによって学ぶ」ことの重要性は言うまでもない
ことだと考えられる。「自治能力」「自律性」を身につけさせよとするならば、「自治」活動、
「自律」活動を充分に経験させる必要がある。「自治」「自律性」の解釈・説明を、51年学習
指導要領が想定していた生徒集団の活動及びその目標を念頭において、次のように書き換え
てみたいと思う。
生徒集団の「自治は、学校内の他の集団（例えば教師集団）から内部事項についての介入
を受けないという団体自治の側面と、生徒集団内部の構成員が自分たちの力で内部事項を政
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治的に処理できるという成員（生徒）自治の二つの側面から成り立っている。」
教師集団の立てる「指導計画」から生徒集団の内部事項について介入を受けず、自分たち
の力で内部事項を政治的に処理できるためには、自分たちで「みずから活動の計画を立てる」
ことが可能でなければならないからである。
学校内部という「教育空間」における生徒活動の利点は何かというと、そこでは多様な失
敗が許される、という点である。自ら立てた活動計画による活動の結果が失敗に帰したとし
ても、やり直し・考え直しが可能なのが「教育空間」なのである。そうであるならば、教師
の「適切な指導のもと」という美名の下、（ことによれば、自治的活動を通した自治能力形
成を台無しにしてしまう可能性を伴う）「恒常的な指導の下で」行われる活動に比すれば、
「最小限にとどまる」指導（可能な限り零に近い指導）の下での「みずから活動の計画を立
てた」活動のほうが、自治能力形成にとって有意義であることは間違いのないことではない
だろうか。「生徒がみずから活動の計画を立てること」にこだわる所以である。
３．おわりに
「自治能力」は、民主主義社会の市民として必要な「公民としての資質」である。他者に
よる「操り人形」にならないためには、「自治能力」が必要である。その「自治能力」は、
「真正の自治的活動」を経験することによってのみ獲得される。「自治的活動」が、「似非自
治的活動」ではなく「真正の自治的活動」であるためには、活動に至るプロセス自体に「自
治的」要素がなくてはならない。「自治的」要素として、「生徒がみずから活動の計画を立て
ること」が挙げられることは、前節で述べた。
学校という「教育空間」にいる生徒たちが「みずから活動の計画を立てる」場面で、指導
者としての教師は、どのように関わればいいのか。指導性を失わず、なお且つ、生徒の活動
の「似非自治的活動」性ではなく「真正の自治的活動」性を保証する、そのような教師の関
わりの在り方をどのように理解するのか。その問題解決を、今後の課題として、本稿を一先
ず閉じることとする。
【註】
（*）前もって「自治」「自治的」に関連する語句の暫定的・辞書的意味の確認をしておく。
使用辞書は、カシオ電子辞書 EX-word DATAPLUS2（XD-LP9300）所収の「広辞苑」
（岩波書店、第5版、1998）及び OxfordAdvancedLearner'sDictionary6thedition（Oxford
UniversityPress2000）である。一般的な意味としては、下線を施したもので理解してお
く。日本語に関しては名詞を、英語に関しては名詞、形容詞を、参考までに掲げておく。
「自治」「自律」「自主」に関しては、意味の重なりが大きいことが確認される。
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自分で自分のことを処置する、特に「理に適った形で」「整合的・首尾一貫的に」処置
するためには、「外部からの制御を脱して、自身の立てた規範に従って行動」出来るこ
とが必要となる。その意味で、「自治能力」「自律能力」が必要となる。それは、先天的
に備わっているものではなく、後天的に獲得される必要のあるものなのである。
「自治」①自分で自分のことを処置すること
②自治行政の略
「自律」①自分で自分の行為を規制すること。外部からの制御から脱して、自身の立て
た規範に従って行動すること
②［哲学］（Autonomie（ドイツ））カントの倫理思想において根本をなす観念。
すなわち実践理性が理性以外の外的権威や自然的欲望には拘束されず、自ら
普遍的道徳法を立ててこれに従うこと。一般に、何らかの文化領域が他の
ものの手段でなく、それ自体のうちに独立の目的・意義・価値を持つこと
「自発」①自ら進んで行うこと
②自然におこること
「自主」他人の保護や干渉を受けずに、独立して行うこと
autonomy 1thefreedom foracountry,aregionoranorganizationtogovernitself
independently
2theabilitytoactandmakedecisionswithoutbeingcontroledbyanyoneelse
activity 1asituationinwhichsthishappeningoralotofthingsarebeingdone
2athingthatyoudoforinterestorpleasure,orinordertoachieveaparticularaim
voluntary 1donewilingly,notbecauseyouareforced
2[usualybeforenoun]（ofwork）donebypeoplewhochisetodoitwithoutbeing
paid
3[onlybeforenoun]（ofaperson）doingajobwithoutwantingtobepaidforit
4（technical）（ofmovementsofthebody）thatyoucancontrol
independent【PERSON】
5～（ofsb/sth）confidentandfreetodothingswithoutneedinghelpfromother
people
6～（ofsb/sth）havingorearningenoughmoneysothatyoudonothavetorelyon
sbelseforhelp
（1）分析に使用する学習指導要領および公的解説本「指導書」「解説」は以下のとおりであ
り、活動内容として〈 〉内のものが想定されていた。引用の際のページ数は、以下に
よる。
a.文部省『学習指導要領一般編（試案）昭和二十二年度』：（本文中では「47年指導要
領」と略記）自由研究＜自発的な活動がなされる様々な内容＞
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b.文部省『学習指導要領一般編（試案）昭和26年（1951）改訂版』：（「51年指導要領」）
特別教育活動＜ホーム・ルーム、生徒会、クラブ活動、生徒集会＞
以上a,bは国立教育研究所内戦後教育改革資料研究会編『文部省学習指導要領１一
般編』（日本図書センター、昭和55年）を使用。
c.文部省『中学校学校行事等指導書1960』（光風出版、昭和36年）1958年版対応＜儀式、
学芸的行事、保健体育的行事、遠足、修学旅行、学校給食、その他＞
d.文部省『中学校特別教育活動指導書1960』（光風出版、昭和35年）1958年版対応＜生
徒会活動、クラブ活動、学級活動＞
e.文部省『中学校指導書特別活動編昭和45年５月』（日本職業指導協会、昭和45年）
1969年版対応＜生徒活動（生徒会活動、クラブ活動、学級会活動）、学級指導、学校
行事（儀式的行事、学芸的行事、体育的行事、修学旅行的行事、保健・安全的行事、
勤労・生産的行事）＞
以上c,d,eは中村紀久二監修『文部省学習指導書第28巻特別教育活動・学校行事等
編』（大空社、1991年）を使用。
f.文部省『中学校指導書特別活動編昭和53年５月』（大阪書籍、昭和53年）1977年版対
応＜生徒活動（学級会活動、生徒会活動、クラブ活動）、学校行事（儀式的行事、学
芸的行事、体育的行事、旅行的行事、保健・安全的行事、勤労・生産的行事）、学級
指導＞
g.文部省『中学校指導書特別活動編平成元年７月』（ぎょうせい、平成元年）1989年版
対応＜学級活動、生徒会活動、クラブ活動、学校行事（儀式的行事、学芸的行事、健
康安全・体育的行事、旅行・集団宿泊的行事、勤労生産・奉仕的行事）＞
h.文部省『中学校学習指導要領（平成10年12月）解説---特別活動編---平成11年９月』
（ぎょうせい、平成11年）1998年版対応＜学級活動、生徒会活動、学校行事（89年と
同様）＞
i.文部科学省『中学校学習指導要領解説特別活動編平成20年９月』（ぎょうせい、平成
20年）2008年版対応＜学級活動、生徒会活動、学校行事（学芸的行事が文化的行事に
変更、あとは89年と同様＞
各指導書には、それぞれ付録として学習指導要領が再録されており、学習指導要領の
引用に際しては、指導書のページ数を掲げる。
（2）日本カリキュラム学会編集『現代カリキュラム事典』（ぎょうせい、2001年）pp.368－
369 （山口満・執筆）
（3）教育課程研究の観点からは、教育課程において、「領域」が「領域」として成立するた
めの条件として、次のような指摘がなされる。
田中耕治・水原克敏・三石初雄・西岡加名恵［著］『新しい時代の教育課程』（有斐閣、
2005）「第４章 教育課程の思想と構造」（田中耕治・執筆、p.143）
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① 他領域に解消されることのない、その領域に特徴的な指導と学習の質を抽出す
ることができること。
② その領域に固有な指導計画（教育目標・内容、教材、指導過程と学習形態、教
育評価）をたてることができること。
③ 学校の全体的な教育計画において、一連のまとまった学習時間数を要求するこ
とができること。
（4）教育活動における「自治」であるがゆえに、当初より、「自治的活動」を通した「自治
能力」形成、「自律性」形成が目指されていたとはいえ、その形成が一定の範囲内のも
のとして限定的に理解されていたこと、言い換えれば、いわば「目的概念」というより
もむしろ「方法概念」として理解されていたこと、が指摘されなければならない。その
ことを端的に示しているのが「生徒会」に関する説明文である。
「生徒会は、生徒を学校活動に参加させ、りっぱな公民となるための経験を生徒に与え
るためにつくられるものである。（中略）この生徒会は、生徒自治会と呼ばれることが
あるが、生徒自治会というときは学校長の権限から離れて独自の権限があるかのように
誤解されるから、このことばを避けて生徒会と呼ぶほうがよいと思われる。この生徒会
は、一般的にいうと学校長から、学校をよくする事がらのうちで、生徒に任せ与えられ
た責任および権利の範囲内において、生徒のできる種々な事がらを処理する機関である。」
（51年指導要領、pp.35-36）
「目的概念」性をより多く含んだ「方法概念」性の余地について考えることが重要であ
る。
「生徒自治会」に関しては、喜多明人「子どもの参加の権利と生徒参加史研究---戦後
日本における生徒自治会形成過程の検討を中心に---」（日本教育学会「教育学研究」第
62巻第３号1995年）参照
（5）58年指導要領に記されているように、その活動主体に関して、字句通りにとれば、対立
するはずの「特別教育活動」（活動主体としての生徒）と「学校行事等」（活動主体とし
ての学校・教師）の「統合」の論理はどのようなものであったのか。教育課程論の観点
からするならば、註（3）に指摘されているように、「特別教育活動」と「学校行事等」が、
それぞれ「固有」の「領域」であったとするならば、いずれかの領域（場合によっては
両領域）において、何らかの変質なしには「統合」は不可能なのではなかったか。
本稿での論述範囲を超える問題であるが、次のような仮説が立てられるのではないかと
考えている。「自治的要素」の縮小・後退の生じた根本的原因は「特別教育活動が学校
行事等の性格に引きずられる形で特別活動への統合が図られた」点にある、という仮説
である。その結果として、「自治能力形成」「自治的活動の尊重」が形骸化したのが、特
別活動の歴史ではないのか、という仮説である。
この仮説は、今後の検討課題としたい。
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（6）「特別教育活動」と「学校行事等」が、どのような「統合」論理によって統合されたの
かという問題（註４）と関連するが、ここでは仮に「特別教育活動」の基本的性格が
「特別活動」においても或る程度維持されているという仮定の下で、論述を進める。
（7）見田宗介・栗原彬・田中義久編『社会学辞典』（弘文堂、昭和63年）
「自治」（高畠通敏・執筆）
「自律性」（山本哲士・執筆）
（8）ここでは「政治」を次のように理解しておきたい。
政治とは「人間集団における秩序形成と解体をめぐって、人が他者に対して、また他者
と共に行う営み。権力・政策・支配・自治に関わる現象」（「広辞苑」）であるという理
解である。このように理解するならば「政治的」な事柄は、生徒集団と外部集団との間
にも、そして生徒集団内部においても、存在しうるものとなる。
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